
鈴木秀志　御中
広告内容をご確認いただき、ご返送くださいますようお願い致します。番号間違いにご注意ください。
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出　稿　元 校了 責了　　点 A000702591-1

編集担当者 校正 (1) 濱田 貴也 2017/10/27 11:27

製作担当者 製作 (3) 中村 稔宏 2017/10/30 16:48

◉限られた日程の中で編集作業を進めておりますので、校正は原則的に 2回までとさ
せていただいております。3回目以降の校正は有料になる場合がございます。◉締切
り日時までに掲載内容が確定しない場合、指定された発行日の紙面に掲載できません
ので、指定期日までに必ずご返送くださいますようお願い申し上げます。◉印刷作業
に入りますと内容の変更や訂正ができませんので、入念なチェックをお願い致します。

7
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掲載日 掲載版 面 サイズ
2017/11/02 鶴見区版 中面 24.9cm× 3段

原稿内容確認書

□	訂正ナシ。印刷作業を進めて下さい
□	訂正有り。タウンニュース社で修正して印刷作業を
進めて下さい

□ 訂正有り。確認のため修正した原稿をもう一度送信
して下さい

店名・電話番号・営業時間等は必ずご確認ください。該当欄にチェックを入れ、ご署名の上期日までにご返送ください

鈴木秀志
横浜市鶴見区豊岡町１４－２７
045-580-2830 FAX:045-580-2831
http://www.hideshi-suzuki.com/index.html

Web 掲載項目

▲
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サイン

平成　　　年　　　月　　　日

県政報告
ひでしの

「実績で勝負」㉕ 公明党　鈴木 ひでし
　「まかせて安心、いのち守る鈴木ひでし」をモットーに活動しております。先ごろ、平成29年第3回定例会で一般質問
に立ち、黒岩祐治県知事らに対し、保健福祉や防災、教育分野など、新たな実績となる全8項目において、提言を含め
た質問を行いました。今回は4項目をご報告いたします。

第109代神奈川県議会副議長、
県監査委員、公明党県議団団長
などを歴任。現在、厚生常任委員
会に所属

http://www.hideshi-suzuki.com/HP

モットーは「まかせて安心！
　　いのち守る！鈴木ひでし」。

未病施策　効果を見える化へ
　「未病の改善」を柱の一つとして、健康寿命日
本一と新市場・産業の創出を目指す「ヘルスケ
ア・ニューフロンティア」。県はさまざまな事業を
展開していますが、成果が県民に見えない状況
です。
　そこで私は、効果と目標の明確化と、複数にま
たがる組織の見直しを提言。これに対し黒岩知事
は、「目標や成果の見える化と、数値目標設定」の
検討を明言した上、事業が軌道に乗り次第、関係
局への業務移管などを進め、民間主導の取組に
つなげるとしました。
　行政も結果が問われる時代がきっと来ます。事
業費に対する効果を示すべきと要望しました。

ソーシャルインパクトボンド導入を
　さらにヘルスケア分野においては、行政が成功
報酬型として進める、民間事業者による社会課題
解決事業「ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）」
の導入も提言。これにより、県から明示されること
が少なかった社会的な成果の可視化による県民
への説明責任、行政の効率化にもつながると訴え
ました。
　SIBは政府も導入を検討しており、神戸などで
は開始しています。黒岩知事は、活用事業の選定
や成果の評価基準などに課題があるとしながら
も、「有効な事業実施の手法」と答弁。「神戸や国
の状況を見極めながら、実際に県でも活用できる
ように検討していく」と前向きな姿勢を示しました。

健康寿命日本一へ
　健康寿命日本一の鍵となるのは、各地域で住民
向けに健康事業を実施している市町村です。広域
的な立場の県は、その市町村の取組がうまく進むよ
う、サポートするのが役割です。そこで、県がビッグ
データを分析し、市町村に提供することで、効率的
に事業が進められるはずと提言。県立保健福祉大
学が、ビッグデータを利用した研究機関としての役
割も果たすべきとしたところ、知事は、平成30年の
公立大学法人化により、研究機能を一層強化する
とした上、研究機関機能も検討しているとしました。
　また、来年度から国民健康保険の運営が県へ
移管されることを受け、このデータの活用も訴え
ました。

防災テーマに観光ルートを
　今年度、厚木市の県総合防災センターがリ
ニューアルされ、よりリアルな体験ができる施設に生
まれ変わります。さらに、隣接する消防学校も、災害
現場などを再現し、実践的な訓練を可能とするディ
ザスターシティとして整備されます。いずれも高い費
用がかかるため、多く利用される工夫が必要です。
　そこで、両施設を観光拠点の一つと捉え、防災を
テーマにした観光ルートを提言。これに対し県は、
「2019年のラグビーワールドカップや翌年の東京
五輪に向けて検討中の観光ツアー企画の中に、防
災センターも組み入れた上、県の観光情報サイトな
どで積極的にPRする」と答弁。実現に向けて進むこ
ととなりました。

８つの新提言　実現に向け邁進します


